























































1 ) よって続編のような位置づけとなるため，重複する内容は書かないようにする (参考
文献も同様)。
2 ) 明石市は 2011 年に「人権施策推進方針」を策定しており，その「第 5章 総合的で
効果的な推進のために」の「5 施策の推進による効果の測定」という節において，「…
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図表 1 基本計画の一覧 (50 音順，太字は目標値を持つもの)
市 町 計 画 策定・改訂時期




平成 28 (2016) 年 3 月
尼崎市 改訂尼崎市人権教育・啓発推進基本計画 平成 22 (2010) 年 3 月
伊丹市 伊丹市人権教育・啓発推進に関する基本方針 平成 22 年 10 月
市川町 ｢人権教育のための国連 10 年」行動計画 (記載なし)
猪名川町 猪名川町人権推進基本計画 平成 24 (2012) 年 3 月
加古川市 人権教育及び人権啓発に関する基本計画 平成 22 年 10 月
加西市 加西市人権教育及び啓発に関する推進指針 平成 20 (2008) 年 4 月
加東市 加東市人権尊重のまちづくり基本計画 平成 22 年 4 月
川西市 川西市人権行政推進プラン (改訂版) 平成 27 (2015) 年 4 月
神戸市 第 3次神戸市人権教育・啓発に関する基本計画 平成 28年 3月
宍粟市 宍粟市人権施策推進計画 (平成 28 年 3 月一部改訂) 平成 28 年 3 月
新温泉町 第 2次 新温泉町人権施策推進計画 平成 27 年 3 月
高砂市
高砂市人権教育及び啓発に関する総合推進指針行
動計画 (平成 28 年度〜32 年度)
平成 28 年 3 月
たつの市 たつの市人権施策推進指針実施計画 平成 20 年 7 月
丹波市 ** 第二次丹波市人権施策基本方針 平成 27 年 3 月
西宮市 西宮市人権教育・啓発に関する基本計画 平成 21 (2009) 年 4 月
姫路市 姫路市人権教育及び啓発実施計画 (平成 27年改訂) 平成 27年 3月
三木市 三木市人権尊重のまちづくり実施計画 平成 23 年 11 月
三田市 人権施策基本方針 (全編) 平成 15 (2003) 年 2 月

























は 2004 年に事務局が (中長期の目標値として) 設定したものである。
神戸市では，人権施策の指標値を「協働の指標」と呼んでいる。神戸市は「新・
神戸市基本構想」―― ｢市の最高理念」とされる―― において，「2025 年に向け
4 ) 神戸市には人権推進課に郵送で依頼し，姫路市には人権啓発センター経由で人権啓発
課に電子メールで依頼した。ヒアリングも打診したがどちらも電子メールで回答をいた
だいた (神戸市 2016 年 11 月 7 日，姫路市同 8 日，再質問については順に同 10 日，同
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(第二次計画時，神戸市人権教育・啓発に関する基本計画検討懇話会，第 3回 (平成









と市が手を携えてまちづくりを進めること」である (上田 2006 : 107)。神戸市は






















6 ) この三つが，他の自治体でいう「自治基本条例」に相当する (上田 2006 : 108-109)。


























8 ) 協働 (事業) 評価の研究においても，プロセスのマネジメントの重要性が実証的に指
摘されている。たとえば，小田切 (2009) によると，まちづくり分野 (活性化を含む)
や NPO支援のように行政以外のアクターの関与が不可避的である事業について，プロ
セスがサービスの質の向上に影響しているという (サービス提供者が対象者の受益をよ























291 校 園 ／ 310 校 園































































小 5 68.7% 91.1%




小 5 75.0% 95.0%




小 5 72.1% 92.2%
































次に，「個別の人権課題」(図表 2 では「女性」以下の項目) については，審議会
における女性の割合が減少，拠点児童館設置は 7箇所にとどまったものの「地域
での子育て支援拠点づくり」は進んだこと，障害者については差別解消法が制定
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(平成 22 年 4 月)
3,000 人／月
(平成 28 年 3 月)
移動支援 2,509人/月
※同行援護 511人/月






































太字は目標を概ね達成または達成見込みとみなされたもの (2015 年 11 月時点)。
*UDは，ユニバーサル・デザインの意。



















































小学校 6 年生 93.8%
中学校 3 年生 94.2%
参考〈全国〉
小学校 6 年生 93.9%









小学校 6 年生 77.6%
中学校 3 年生 66.8%
参考〈全国〉
小学校 6 年生 76.4%














(平成 26 年 **)
260 人





































・学校教育欄のデータは「平成 27 年度学力・学習状況調査」による (計画 p. 16、欄外に記載あり)
目標値の年度は計画に未記載のものもある。
注
*学校教育欄のデータは「平成 27 年度学力・学習状況調査」による (計画 p. 16、元の表の欄外
に記載あり)。
**閲覧時点では「年度」と記されていたが、単純な誤記であり国の統計から 1-3 月分のデータを
差替える意図ではない。人権推進課に確認済み (2016 年 11 月 8 日)。
***丸括弧で囲んだのは引用者。


























の「カ 人権侵害を受けたときの対応 (図 6)」(p. 8) から，当該回答肢の数字
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図表 4 人権侵害を受けたときの相談先等 (複数回答，単位は %)
平成 26 年度 平成 21 年度 平成 17 年度
職場の相談窓口や学校に 10.3 5.0 3.3
警察に 17.0 12.0 4.0




民間団体に 5.2 3.0 2.4
家族や友達，同僚などに 41.7 38.6 45.8
その他 5.2 3.0 7.3
何もしなかった 21.0 23.4 29.4
相手に抗議するなど自分で行動した 38.0 34.3 33.8
無回答 0.7 0.6 1.3
太字は目標値の対象 (その数字を足したものが計画の現状値)。

























































(第 1回，p. 3［ ］内は引用者)
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11) 財政の影響を重視した松林･上田 (2013) の分析によると (1982 年〜2006 年，県別の
自殺死亡率)，65歳未満の自殺が「行政投資」(インフラ投資など公共事業) と負の相
関関係にあって生活保護費と関連しないのに対して，65歳以上では逆になる。












































A2： ｢神戸いのち大切プラン」では，国の計画が平成 28 年までに全国で
20%以上減と定めているのを参考にしている。これは，平成 21 年から 7 年
間で 20%以上減を目標としているので，同じ割合を人権の計画期間である





Q： 公的機関 (警察を除く) の相談件数拡大よりも民間団体等の相談実績
を伸ばそうとする目標 (値) を立てているのは消極的ではないか。他人任せ






Q1： 数値目標は事務局 (人権推進課) の発案なのか，他部署からの要請か。














































13) ｢平成 28 年度第 1回 神戸自殺対策推進懇談会 議事録 (要旨)」(平成 28 年 8 月 31
日) では，今後の数値目標について，「①平成 27 年の自殺者数を 20% 以上減少させ
る」，「②急増前の平成 9年自殺者数以下にする」，「③ 10代の自殺者数を一人でも少な






















人口動態統計で 260 人から 376 人に，翌年は 386 人，その後も概ね 330 人以上と







成 21 年度以後 (それ以前は集計方法等が異なる) 各年の神戸市の自殺死亡率を確認
していくと，平成 21 年と 22 年は約 26 と高く，その後は減少して平成 27 (2015)
年には 20.16 となった (図表 5)。
平成 9 年以後の神戸市内の 10代の自殺は，図表 6のとおり，5人から 15 人程
かは検討すると応じている。このあと，委員からは，計画の (四つの方向性で) 重点化
するものを一つずつ選ぶ，あるいは，啓発をかねて意識調査をするのがよいという意見
も出されている。以上，「平成 27 年度第 3 回神戸市市民福祉調査委員会・小委員




10 月 6 日に発見された女子中学生の自殺 (垂水区) は学校いじめを原因とする可能性
があるとして保護者が調査を要望し，市は 10 月 20 日に第三者委員会を設け非公開で調
査をしていたことが 12 月 13 日に明らかになった。同時期に自殺のあった加古川市や宝
塚市は第三者委員会の調査結果を公表しており，この中学生の保護者は神戸市に調査内
容の公開を求めている。以上，『神戸新聞』2016 年 12 月 14 日付け，上田勇紀記者の記
事による。筆者はこの事件を全く知らずに指標選定の経緯を人権推進課に尋ねていたわ
けである。
16) http : //www.city.kobe.lg.jp/safety/life/index.html
17) 同 web ページ内の「神戸いのち大切プラン」(冊子) 第 2章 (平成 23 年 3 月，p. 4)。
18) http : //www. mhlw. go. jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shougaishahu
kushi/jisatsu/
―― 兵庫県下の人権推進の基本計画における評価指標22
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図表 5 神戸市の自殺死亡率 (平成 21 年以後，10万人あたり)
出典 厚生労働省HP「自殺対策」(自殺の統計 (2) 自殺統計に基づく自殺者地域における自殺の
基礎資料) より平成 21〜27 年の各「確定値」(A8 表 市区町村別集計) から神戸市 (全
域) を選んで筆者作成。
図表 6 10代の自殺者数の推移 (神戸市，10万人あたり)
出典 神戸市 HP「自殺対策」掲載資料「神戸市世代別自殺者数の推移 (厚生労働省 人口動態統
計より)」から 10代を抜き出して筆者作成。














19) 神戸市 HP「神戸市の自殺の状況と対策」内の「神戸市世代別自殺者数の推移 (厚生
労働省 人口動態調査より)」。ちなみに，澤田・上田・松林 (2013，6章) によると，
名古屋市の自殺対策は 50代男性を重視して取り組まれ，一定の成果をあげた。




図表 7 若年層の自殺者数推移 (神戸市)
縦の目盛りは人数。
出典 図表 7に同じ。10代，20代，30代と総数の推移を選んで筆者作成。
学校問題を原因・理由とする自殺者 (大学生や専門学校生なども含む) は 338〜429
人 (平成 19〜27 年) で，うち「いじめ」と (警察が) 特定できたものは，平成 19
年と平成 20 年の 15 人程度で，最近では 3人に減っている (図表 8)。数字が小さ
いからといって事態を楽観視することはできないが，数字がつかみ難いために，
報道や問題提起が情緒的に扱われやすいのかもしれない。
ところで，20%以上の減少という国の数値目標は，平成 17 年 (2005 年) 12 月





平成 28 年の目標値は 19.4 となる見込みであった (厚労省HP資料「見直しのポイン
ト」)。


















H27 (2015) 384 3
単位は人。
出典 厚労省『自殺対策白書 平成 28 年度版』第 2-13 図よ
り。この元データは「自殺統計」(警察庁)。
もちろん，毎年母数が変わる以上，神戸市が自殺者の実数を数値目標としてい
ることに何の問題もない。ちなみに，2015 年の全国の自殺者総数は 24,025 人
(厚労省『平成 28 年度版自殺対策白書』，その元データは警察庁統計) であり，急増し
た 1998 年には 32,863 人 (警察庁) と比べると大きく減った。神戸市の自殺者数
は 2015 年にはようやく 300 人の大台を切るに至ったが (人口動態統計による)，




姫路市は平成 17 (2010) 年に「姫路市人権教育及び啓発実施計画」を策定して


























































(26条)，附属機関等への参加等 (27条)，住民投票 (28条) が挙げられている。
29条には「協働の推進」が規定されているのだが，協働の定義は「姫路市市














































27) この評価を担っている安井・平林 (2013) のアンケート調査に基づく分析 (播磨地区
の障害者施設対象，2008 年に実施) によれば，評価を受けた施設の職員が今後も受審し
たほうがよいと思うかどうか (自由記述を KJ法で 4段階に分類) への肯定的意見は
77.3%と高い。しかし 63.2%は「ある程度あてはまる」に該当しており，「十分あてはま





















































































































220 人 260 人 地域福祉課
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約 900 人 約 1000 人
国際交流セン
ター












































28) 人権意識調査では，「訪れたことがある」( 3 %)，「知っているが訪れたことはない」
(21%)，「知らない」(72%) というデータが得られている (姫路市人権啓発センター
『人権についての姫路市民意識調査結果報告書』2012 年，p. 85)。








人とされ，5 年後の (平成) 31 年度には 6万人が目標とされています。…単
なる数だけの問題ではなく，事業そのものの活性化を検討してください。
人権啓発センターについて，「人権啓発センターでの人権相談の充実」が
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いとも批判されている (p. 14)。
懇話会 (審議会) では早い段階から否定的な出迎えを受けたものの，数値目標




















































































32) 神戸市 HP「第 2 次神戸市人権教育・啓発に関する基本計画 (案) に対する市民意見
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